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本資料の目的 

1. 本資料は、IASB より 2017 年 4月 21 日に公表された公開草案「負の補償を伴う期限

前償還要素」（IFRS 第 9号の修正案）（コメント期限：2017 年 5月 24 日）（以下「本

公開草案」という。）の概要及びこれに対する当委員会事務局の対応案について説明

し、ご意見をいただくことを目的としている。 

2. なお、本論点に関する IASB における議論の概要及び当委員会事務局が行った分析に

ついては、2017 年 2月 15 日に開催された第 11回 IFRS 適用課題対応専門委員会にお

いてご議論いただいている1。 

3. また、本論点は 2017 年 3月に開催された ASAF 会議においても議題として取り上げら

れた。当委員会は ASAF 会議での発言内容を検討するため、第 11回 IFRS 適用課題専

門委員会で聞かれた主な意見を参考にしたほか、第 118 回金融商品専門委員会

（2017 年 2月 20 日開催）、第 51回 ASAF 対応専門委員会（2017 年 2月 21 日開催）

からも意見を収集し、第 355 回企業会計基準委員会（2017 年 2月 22 日開催）の審議

を経て、発言を行っている。なお、ASAF 会議の内容については、第 356 回企業会計

基準委員会（2017 年 3月 13 日開催）及び第 357 回企業会計基準委員会（2017 年 3

月 28 日開催）において報告を行っている。 

4. 企業会計基準委員会及び各専門委員会でご議論いただいた当委員会事務局による分析

及び ASAF 会議における発言案並びにこれに対して聞かれた主な意見は（別紙 1）

に、本論点に関する IASB における議論の概要は（別紙 3）に、それぞれ記載してい

る。 

5. 当委員会は、これまでの議論の経緯から、本公開草案に対するコメント・レターを企

業会計基準委員会（委員長 小野行雄）から提出する予定である。 

 

本公開草案の概要 

背景 

6. IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」に代わる金融商品に関する新しい会計基準

                            
1 第 9回 IFRS 適用課題対応専門委員会（2016 年 12 月 16 日開催）及び第 10回 IFRS 適用課題対応

専門委員会（2017 年 1月 25日開催）でもご議論いただいている。 
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である IFRS 第 9号「金融商品」（以下「IFRS 第 9号」という。）は、2018 年 1月 1日

以後開始する事業年度から適用される（早期適用は可能である。）。 

7. IFRS 第 9号は、金融資産を償却原価測定する要件の一つとして、「当該金融資産の契

約条件により、元本及び元本残高に対する利息のみ（solely payments of principal 

and interest ; SPPI）であるキャッシュ・フローが所定の日に生じること（以下

「SPPI 要件」という。）」を求めている。 

8. IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)では、SPPI 要件を満たす契約条件の例示として、負債性

金融商品の契約条件に期限前償還要素が含まれている場合であっても、その期限前償

還金額が実質的に元本（及び元本残高に対する利息の未払額）を表している場合を示

しており、当該金額には「契約の早期終了に対しての合理的な追加の補償」が含まれ

る場合があるとしている。 

IFRS 第9号 B4.1.11項（強調は事務局による追加） 

 以下は、元本及び元本残高に対する利息の支払のみである契約上のキャッシュ・フローを

生じる契約条件の例である。 

(b) 発行者（すなわち、債務者）が負債性金融商品を期限前償還すること、又は保有者

（すなわち、債権者）が負債性金融商品を満期前に発行者に売り戻すことを認めている

契約条件で、その返済金額が実質的に元本及び元本残高に対する利息の未払額（これに

は、契約の早期終了に対しての合理的な追加の補償が含まれる場合がある）を表してい

るもの 

9. IFRS 解釈指針委員会（以下「IFRS-IC」という。）は、特定の期限前償還要素が付さ

れた負債性金融商品について、その期限前償還金額が元本及び利息の未払額より多い

可能性も少ない可能性もある場合に、当該金融商品が SPPI 要件を満たす契約上のキ

ャッシュ・フローを有しているのかどうかについて質問を受けた。 

10. IFRS-IC は、IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)における「契約の早期終了に対しての合理

的な追加の補償」は、契約の早期解約を選択する当事者が、当該選択を受け入れなけ

ればならない当事者に対して追加の補償を支払う場合のことを指しており、要望書に

記述されていた、契約の早期解約を選択する当事者が、実質的に補償を受け取る場合

（以下「負の補償」という。）には、「契約の早期終了に対しての合理的な追加の補

償」に該当しないと結論づけた。 

11. ただし、IFRS-IC は IASB に対し、｢負の補償｣を伴う期限前償還要素を有する特定の

負債性金融商品に関して償却原価測定を適用することが有用な情報を提供する可能性

があるのかどうか、また、その可能性がある場合に、関連する IFRS 第 9号の要求事
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項を変更する必要があるかどうか検討するように提案した。 

提案の概要 

12. 本公開草案では、特定の「負の補償を伴う期限前償還要素」を有する負債性金融商品

について償却原価測定に適格となるようにするため、既存の IFRS 第 9号に、以下の

①例外の対象、②発効日、③経過措置に関する定めを追加することを提案している。 

IFRS第9号B4.1.12A項（①例外の対象） 

B4.1.10項にかかわらず、他の点では4.1.2項(b)及び4.1.2A項(b)の条件を満たすが、発行

者が負債性金融商品を期限前償還することを認めている（若しくは要求している）か又は保

有者が負債性金融商品を満期前に発行者に売り戻すことを認めている（若しくは要求してい

る）契約条件のみによって条件を満たさない金融資産は、次の両方に該当する場合には、償

却原価又はその他の包括利益を通じた公正価値での測定に適格である（4.1.2項(a)の条件又

は4.1.2A項(a)の条件を満たすことが条件となる）。 

(a)期限前償還金額が B4.1.11 項(b)に合致しない理由が、契約を早期に解約することを選択

する（又は他の方法で早期の解約を生じさせる）当事者が、それに対して合理的な追加

の補償を受け取る可能性があることのみである。（第 1の適格要件） 

(b)企業が当該金融資産を当初認識する時点で、期限前償還要素の公正価値が僅少である。

（第 2の適格要件） 

IFRS第9号7.1.7項（②発効日） 

［日付］公表の［案］「負の補償を伴う期限前償還要素」（IFRS第9号の修正）により、7.2.5A

項及びB4.1.12A項が追加された。企業は当該修正を2018年1月1日以後開始する事業年度に適

用しなければならない。早期適用は認められる。企業が当該修正を早期適用する場合には、

その旨を開示しなければならない。 

IFRS第9号7.2.5A項（③経過措置） 

適用開始日（又は企業が B4.1.12A 項を最初に適用する日の方が遅い場合には、その日）

において、期限前償還要素の公正価値が B4.1.12A 項(b)に従って僅少なのかどうかを、企

業が当該金融資産の当初認識時に存在していた事実及び状況に基づいて評価することが実

務上不可能（IAS 第 8号で定義）である場合には、企業は、当該金融資産の契約上のキャ

ッシュ・フロー特性を、当該金融資産の当初認識時に存在していた事実及び状況に基づい

て、B4.1.12A 項における期限前償還要素を考慮に入れずに評価しなければならない（IFRS

第 7号の第 42T 項も参照）。 
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コメント提出者への質問内容 

13. 本公開草案では、次の 4点についてコメントを募集している。 

（質問 1）示された懸念への対処 

本公開草案における提案は、特定の期限前償還要素を有する金融資産に IFRS 第 9

号を適用した場合の分類に関して示された懸念に対処するように設計されている。 

IASB がこれらの懸念への対処を図るべきであることに同意するか。 

（質問 2）提案された例外 

本公開草案の B4.1.12A 項で提案された例外の条件に同意するか。 

（質問 3）発効日 

本公開草案の 7.1.7 項で提案された例外の発効日（IFRS 第 9号の発効日と同じ）

に同意するか。同意しない場合は、特に（早期適用は認めるとして）より遅い発効日

の方が適切と考えるか。 

（質問 4）経過措置 

(1) 本公開草案が提案する、原則として提案された例外を遡及適用し、実務上不可能

である場合には具体的な経過措置を適用することに同意するか。 

(2) 本公開草案は、この例外を適用する前に IFRS 第 9号を適用する企業について、

具体的な経過措置を提案していないが、このような企業に対し具体的に対処する

必要のある追加的な移行上の考慮事項があると考える場合、どのようなものがあ

るか2。 

IASB ボードメンバーによる代替的見解 

14. 本公開草案は、13人のボードメンバーのうち、11名の賛成により承認された3。カブ

レック氏は本公開草案の公表に反対しており、その代替的見解の趣旨は主に以下のと

おりである。 

AV1 カブレック氏は本公開草案の公表に反対票を投じた。カブレック氏は、IASB が IFRS 第 9

号を導入する間に提起された論点に対応する必要があることには全面的に同意するが、

                            
2 現行の IFRS 第 9号 7.2.27 項に以下の定めがある。（強調は事務局追加） 

 企業は、7.2.1 項から 7.2.26 項の経過措置を、該当する適用開始日に適用しなければならな

い。企業は 7.2.3 項から 7.2.14A 項及び 7.2.17 項から 7.2.26 項の経過措置のそれぞれを一回だけ

適用しなければならない（すなわち、企業が適用開始日が複数となる IFRS 第 9号の適用のアプロ

ーチを選択する場合に、経過措置をそれ以前にすでに適用しているときには、当該経過措置を再び

適用することはできない）。（7.2.2 項及び 7.3.2 項参照） 
3 1 名は、最近 IASB ボードメンバーに就任したことを理由に棄権している。 
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IFRS 第 9 号を本公開草案で提案しているように修正する説得力のある理由はないと考え

ている。具体的には、次のように考えている。 

(a)IFRS 第 9号における関連する要求事項は明確であり、「負の補償」を生じる可能性のあ

る期限前償還要素を有する金融資産を純損益を通じて公正価値で測定することは適切

である。 

(b)本公開草案で扱っている論点は、修正を正当化するほど十分に幅広くはない。 

(c)IFRS 第 9号の開発中にこの論点を提起する十分な時間があったのに、IASB のデュー・

プロセスのどの段階でもこの懸念は生じておらず、IFRS 第 9 号を発効日にこれほど近

い時期に修正するための説得力のある主張は行われていない。 

 

当委員会事務局の対応（案） 

前回までの議論の概要 

15. 当委員会事務局は、本公開草案の提案内容は、2017 年 2月までの IASB ボード会議に

おける議論の内容から大きな変更点はないと考えている。 

16. また、IASB は 2017 年 3月に開催された ASAF 会議において、2017 年 2月までの IASB

ボード会議における暫定決定について、コメントがあるかどうかを質問している。当

委員会は ASAF 会議での発言内容を検討するため、IASB ボード会議のスタッフ・ペー

パーに基づいた当委員会事務局による分析について第 11回 IFRS 適用課題対応専門委

員会で聞かれた主な意見を参考にしたほか、第 118 回金融商品専門委員会、第 51回

ASAF 対応専門委員会からも意見を収集し、第 355 回企業会計基準委員会の審議を経

て、発言を行った4。当委員会による ASAF 会議での発言の要旨及びこれに対する参加

者の主な発言は以下のとおりである5。 

＜ASAF 会議における ASBJ からの発言の要旨とこれに対する参加者の主な発言＞ 

(1) 本論点に関しては、広範な議論の後に IFRS 第 9号が公表された経緯を考えると、

コメント期間を最短にするほどの緊急性はないと考えられる。 

(2) 商品の類型ごとに例外を設けることは、基準の複雑性をより増大することにつなが

ると考えられる。SPPI 要件や基本的な融資の取決めの概念、単純なキャッシュ・フ

                            
4 ASAF 会議までの IASB スタッフ・ペーパーに基づいた ASBJ 事務局の分析及びこれに対して聞か

れた主な意見は（別紙 1）に記載している。 
5 ASAF 会議におけるその他の参加者の発言は（別紙 2）に記載している。 
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ローの考え方を含む IFRS 第 9 号の分類及び測定の考え方について包括的に見直す

方がよいと考える。 

(3) IASB による暫定決定の内容について、次の点を懸念している。 

① 「合理的な追加の補償」が「正の補償」である場合についても、その内容は

市場金利要素のみに限定されるという新たな解釈を与える可能性があるので

はないか。 

② 実務において、金融資産を当初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の

公正価値が僅少な場合とする判断が難しいのではないか。 

＜ASBJ からの発言に対する参加者の主な発言＞ 

(1) 最低限、2018 年 1月 1日より前に IFRS 第 9号の修正が間に合うようにすることを

優先してコメント期間を設定している。コメント期間については、デュー・プロセ

ス監督委員会の承認を得ている。IFRS 第 9 号を包括的に見直すことがよいのでは

ないかという提案は理解できるが、IASB は今回の対応が最も早く本論点に対処で

きる最善の方法であると考えている。（IASB スタッフ） 

(2) 「合理的な追加の補償」について、市場金利の変動以外の他の要因を含めるべきで

はなく、これは基準の意図から明確である。IASB はこれを明確にするために何ら

かの記載を含めたいと考えている。（IASB スタッフ） 

(3) 当初認識時の期限前償還要素の公正価値が僅少かどうかの判断については、IAS 第

39 号では区分処理が必要であったことから、作成者は情報を有していると聞いて

いる。（IASB スタッフ） 

(4) 意見があれば公開草案に対するコメントに記載してほしい。（IASB Lloyd 副議長） 

コメントの方向性（案） 

17. これらの経緯を踏まえ、当委員会事務局は、本公開草案に対するコメント・レターを

企業会計基準委員会（委員長 小野行雄）から提出することを考えている。また、コ

メントの内容に関しては、ASAF 会議における当委員会からの発言内容を踏襲しつ

つ、次の内容のコメントを提出することが考えられる（コメント文案は審議（2）-2

を参照。）。 
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 (質問 1)示された懸念への対処について 

18. 本公開草案において提案されている特定の「負の補償を伴う期限前償還要素」を有す

る負債性金融商品が償却原価測定に適格であるとする理論的根拠については、本来

は、IFRS 第 9号の包括的な見直しとあわせて検討すべき論点であると考えられるも

のの、償却原価測定の対象とすることが明らかに不適切であるとする意見は聞かれて

いないと認識している。 

19. したがって、当委員会としては IASB の提案には反対しないものの、以下の点につい

てコメントしてはどうか。 

(1) 本資料第 14項に示したカブレック氏の代替的見解である本公開草案の AV1 項と

同様に考えていること。 

(2) 実務において多様な金融資産が存在することを考慮すれば、本公開草案における

提案のように単一の契約上の要素ごとに例外を設けることは IFRS 第 9号を規則

ベースの基準にすることにつながりかねないことから、本来は望ましくないと考

えていること。 

(3) 将来実施されるであろう IFRS 第 9号の適用後レビューにおいて、現状の分類及び

測定に関する基準の定めが、基準の原則的な考え方を表現できているかどうかを

再確認し、必要に応じ基準の包括的な見直しや再整理が行われることを期待して

いること。 

(質問 2)提案された例外について 

（「第 1の適格要件」(本公開草案の B4.1.12A 項(a))について） 

20. 本公開草案の B4.1.12A 項(a)の提案で使用されている文言は、これまでにご議論い

ただいた際に参照した IASB ボード会議の暫定決定時のものから変更されており、

「対称的」という用語は使用されていない6。したがって、「負の補償」が期限前

償還要素の対称的な性質から生じる可能性があるものなのか（「負の補償」しか発

生しない期限前償還要素を対象としているのか）どうかが読み取れないように考え

られる。したがって、対象となる期限前償還要素の性質を明確にするために下線部

を追加することを提案してはどうか。 

                            
6 2017 年 1月の IASB Update では、「第 1の適格要件」の内容は以下のように示されていた。 

「当該金融資産が IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)の要求事項（契約上のキャッシュ・フローが元

本及び利息の支払のみである期限前償還可能な金融資産）を満たすはずのところ、期限前償還

要素の対称的な性質の結果として要求事項を満たさない。」 
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(a)期限前償還金額が IFRS 第 9 号の B4.1.11 項(b)に合致しない理由が、契約を早期に解約

することを選択する（又は他の方法で早期の解約を生じさせる）当事者が、それに対して

合理的な追加の補償を（支払う可能性があるのみではなく）受け取る可能性があることの

みである。 

21. なお、当委員会は、ASAF 会議において、本公開草案が提案する狭い範囲の修正によ

り、既存の IFRS 第 9号において何も言及されていない「契約の早期終了に対しての

合理的な追加の補償」の内容について、新たな解釈を与える可能性があることを懸念

しており、ASAF 会議でも当該懸念を伝達している。 

22. これに対し、IASB スタッフは、「合理的な追加の補償」の範囲は基準の意図から明

確であり、IASB はこれを明確にするために何らかの記載を含めたいと考えていると

回答している。 

23. 当委員会事務局は「合理的な追加の補償」の内容の明確化は、デュー・プロセス監督

委員会が、範囲が狭くかつ緊急性があると判断した「負の補償を伴う期限前償還要

素」の論点への対応を超える論点であると考えている。すなわち、この新しい解釈

は、負の補償を伴う期限前償還要素を有していない金融商品についても、SPPI 要件

の適用のあり方を変更する可能性があると考えている。 

24. したがって、特に以下の下線部で示した本公開草案の BC18 項の「例えば、」で始ま

る第 2文以降及び本公開草案の BC23 項に記載された「契約の早期解約に対しての合

理的な追加の補償」の内容に関する記載については今回の修正からは削除されるべき

であり、仮に、IASB がこの論点について明確化する必要があると考えるならば、今

回の修正案とは別に、用語の見直し等も含めて、通常のデュー・プロセスに則って対

応すべき論点であると考えている旨を記載することが考えられる。 

BC18 しかし、IASB は、実効金利法、したがって償却原価測定は、期限前償還金額が BC7 項(a)

に記述した理由以外で B4.1.11 項(b)に合致しない場合には、不適切であることに留意し

ている。例えば、IASB は、金融資産の中には現在の公正価値で期限前償還されるものがあ

り、一部の利害関係者が、そうした期限前償還可能な金融資産も償却原価測定に適格とす

べきであるという見解を示していることを承知している。IASB は、このような期限前償還

金額が B4.1.11 項(b)に合致しないのは、「負の補償」を生じる可能性があるからというだ

けでなく、当該金額が保有者を当該金融商品の公正価値の変動に晒しており、そうしたエ

クスポージャーから生じる契約上のキャッシュ・フローが元本及び利息の支払のみではな

いからでもあると結論を下した。当審議会は、公正価値の金額は契約の早期解約に対して

の合理的な補償ではないと結論を下した。したがって、IASB は、償却原価測定は、現在の

公正価値で期限前償還される金融資産に関して有用な情報を提供しないことから、そのよ
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うな金融資産は本公開草案の B4.1.12A 項(a)で提案している条件を満たさないと考えてい

る。むしろ当該金融商品は純損益を通じて公正価値で測定されることになる。IASB は、こ

の結果は IFRS 第 9号の全体的構造（金融資産の契約条件が単純な契約上のキャッシュ･フ

ローを生じさせ、当該資産が当該契約上のキャッシュ・フローの回収をその目的において

不可欠とする事業モデルの中で保有される場合にのみ、当該資産を償却原価で測定する）

と整合的であることに留意した。金融資産が元本及び利息の支払のみよりも複雑なキャッ

シュ･フローを有している場合、又は、当該資産が資産の公正価値を売却を通じて実現する

ことを目的とした事業モデルの中で保有されている場合には、当審議会は、償却原価は有

用な情報を提供しないと結論を下した。関連するヘッジ手段を解約するための公正価値コ

ストを含む金額で期限前償還可能な金融資産についても、その期限前償還金額が保有者を

元本及び利息の支払のみではない契約上のキャッシュ・フローを生じる可能性のある要因

に晒すことにより B4.1.11 項(b)に合致しない場合には、同じ結論が当てはまることにな

る。 

BC23 金融資産が現在の公正価値で期限前償還可能である場合には、期限前償還の確率に関係な

く、期限前償還要素の公正価値は僅少である可能性が高い。しかし、BC18 項で論じたよう

に、その期限前償還金額は、本公開草案の B4.1.12A 項(a)で提案している条件を満たさな

いことになる。公正価値金額は契約の早期解約に対しての合理的な補償ではないからであ

る。本公開草案で提案している例外は、両方の条件を満たす期限前償還可能な金融資産の

みに適用されるので、現在の公正価値で期限前償還される金融資産には適用されない。当

該金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定されることになる。 

（「第 2の適格要件」(本公開草案の B4.1.12A 項(b))について） 

25. 本公開草案の B4.1.12A 項(b)の要件については、これまでの議論において次の意見

が聞かれている。 

「第 2の適格要件」は必要であるとする意見（（別紙 1）参照） 

・ 当該要件についてコメントする際には、当該要件を設けること自体に反対して

いるという誤解を与えないように慎重に行ってほしい。 

・ 当該要件は必要であるとは考えるものの、債務者が期限前償還を選択する可能

性をもとに期限前償還要素の公正価値を僅少とする観点は、契約上のキャッシ

ュ・フローを分析して検討する本来的な SPPI 要件の考え方から離れていって

しまう可能性を含んでいるのではないか。 

26. 一方で、当委員会事務局が追加で実施したアウトリーチからは、次のような意見が



  審議事項(2)-1 

 

10 

寄せられている。 

「第 2の適格要件」は不要であるとする意見 

・ 現行の IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)におけるいわゆる「正の補償」について

は、当該要件は設けられておらず、「負の補償」についても「正の補償」と

同様の要件を設け、基準改訂を最小限とする観点からは不要と考えられる。 

・ 当該要件の趣旨は、今回の提案が例外であるため、適用される範囲を十分に

狭くするということだと理解しているが、ASAF 会議での米国のコメント7の

ように、事後的に公正価値が僅少でなくなる場合があり得るのであれば、例

外の適用を狭くするという試みがうまくいかないのではないか。 

27. これに対し、当委員会事務局は、提案の有用性は限定的なものとなる可能性を認識

してはいるものの、次の理由により「第 2の適格要件」は設けた方がよいと考えて

いるため、その要否についてはコメントしないことが考えられる。 

(1) 当委員会事務局は、前述のとおり、今回の改訂では「合理的な追加の補償」の

範囲については言及しない（新たな解釈を追記することにより範囲を限定しな

い）ことを主張している。実務において「合理的な追加の補償」として取り扱

われている契約条項の幅広さを把握できていない中で、「正の補償」と対称的

なキャッシュ・フローをもたらすすべての「負の補償」の取扱いについて何も

限定を与えない場合には、予期できない結果を招く懸念がある。 

(2) IASB は、本公開草案の BC21 項において、期限前償還要素の行使に関連した

契約上のキャッシュ・フローの見積りの改訂を反映するために、総額での帳

簿価額の頻繁な上方修正と下方修正を認識することは、実効金利法の目的と

一般に矛盾することになり、実効金利法を用いて計算される利息金額の有用

性を低下させる可能性があると述べている。当委員会事務局も、期限前償還

が行われる場合に、当初の契約条件で定められた元本及び利息が回収できな

い可能性があり、かつ、市場金利の動向により将来キャッシュ・フローの見

積りを頻繁に変えなければならないようなキャッシュ・フローは実効金利法

が適切な「単純」なものとはいえないのではないかと考えている8。 

                            
7 （別紙 3）参照。 
8 IFRS 第 9号 BC4.172 項には、以下の記述がある。 

「資産の契約上のキャッシュ・フローを評価するという IFRS 第 9号の要求の目的は、実効金

利法が目的適合性のある有用な情報をもたらす金融商品を識別することである。IASB の考え

では、実効金利法が適切なのは、元本及び利息のみを表す「単純」なキャッシュ・フローを有
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28. ただし、企業が金融資産を当初認識する時点で、対象となる期限前償還要素の公正価

値が僅少であるかどうかを、常に厳密な計算を行って判定することは負担となること

も考えられる。したがって、修正案の適用をより円滑にするために、既存の IFRS 第

9号の B4.1.12 項に関する結論の根拠（例えば BC4.193 項～195 項9）のように、当該

要件が明らかにあてはまると考えられる典型的な事例をいくつか含めることを提案し

てはどうか。 

(質問 3)発効日について 

29. 本公開草案は既存の IFRS 第 9号の会計処理を変更するものであることから、最終基

準の公表日から発効日までの間に少なくとも 1年以上の準備期間を設けることが考え

られる。したがって、最短でも 2019 年 1月 1日以後開始事業年度から適用すること

とし、早期適用を認めることを提案してはどうか。 

(質問 4)経過措置について 

30. 当委員会事務局は、我が国において本公開草案の対象となる負債性金融商品はほとん

どないと認識している。一方、我が国において IFRS 第 9号を早期適用している IFRS

任意適用企業は 50社を超えるという調査結果を入手している。 

31. 本公開草案の経過措置については、IFRS 第 9号の経過措置と異なる取扱いを設ける

必要性も乏しいと考えられることから、本公開草案の提案に同意することが考えられ

る。 

32. ただし、既に IFRS 第 9号を早期適用している企業については、追加の移行上の考慮

事項を設けることが必要であると考えられる。前述した「合理的な追加の補償」の内

容に関する結論の根拠の記載の削除が受け入れられる場合には、本公開草案の提案内

容は、これまで純損益を通じて公正価値で測定していた金融商品を償却原価で測定す

ることになる。したがって、これに対応する 7.2.8 項(a)及び 7.2.11 項について、本

公開草案の提案内容を適用するにあたり、同様の経過措置を別途設けることを提案し

てはどうか。 

  

                            
する金融商品についてだけである。これに対し、BC4.23 項に示したように、実効金利法は、

元本及び元本残高に対する利息ではない契約上のキャッシュ・フローの配分には適切な方法で

はない。むしろ、そうした複雑性のより高いキャッシュ・フローは、報告される財務情報が有

用な情報を提供することを確保するため、契約上のキャッシュ・フローへの評価の補正（すな

わち、公正価値）が必要となる。」 
9 関連する基準については（別紙 4）参照。 
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IFRS第9号7.2.8項 

適用開始日現在で、企業は次の指定を行うことができる。 

(a) 金融資産を、4.1.5項に従って純損益を通じて公正価値で測定するものとして 

(b) 資本性金融商品への投資を、5.7.5項に従ってその他の包括利益を通じて公正価値で測

定するものとして 

こうした指定は、適用開始日現在で存在している事実及び状況に基づいて行わなければな

らない。当該分類は遡及適用しなければならない。 

IFRS第9号7.2.11項 

企業が実効金利法を遡及適用することが実務上不可能（IAS第8号で定義）である場合には、

企業は次のように処理しなければならない。 

(a) 過去の期間を修正再表示する場合には、表示する各比較対象期間の末日現在の金融資

産又は金融負債の公正価値を、当該金融資産の総額での帳簿価額又は当該金融負債の

償却原価として扱う。 

(b) 適用開始日現在の金融資産又は金融負債の公正価値を、本基準の適用開始日現在の当

該金融資産の新たな総額での帳簿価額又は金融負債の新たな償却原価として扱う。 

33. また、当委員会事務局は、仮に、前述した「合理的な追加の補償」の内容に関する結

論の根拠の記載が残される場合には、負の補償を伴う期限前償還要素を有していない

金融商品についても SPPI 要件の適用のあり方を変更する可能性があることから、我

が国の実務にも影響を与える可能性があると考えている。前述のとおり、当委員会事

務局は、この点に関しては今回の修正案とは切り離して本来のデュー・プロセスに則

った検討が行われるべきと考えているが、我が国の主張が反映されない場合であって

も、次善の策として、追加の移行上の考慮事項を別途設けた上で、遡及適用はせず将

来に向かって適用することを求めてはどうか。 

カバーについて 

34. 本公開草案の質問には含められていないが、コメント期間について 30日とされ

たことについてもコメントすることが考えられるがどうか。 
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ディスカッション・ポイント 

本公開草案の提案に対するコメントの方向性（案）（コメント・レターを

提出する旨）及びコメント・レター文案について、ご質問やご意見があれ

ばいただきたい。 

 

以 上 
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（別紙 1） 

 

ASAF 会議までの IASB スタッフ・ペーパーに基づいた 

ASBJ 事務局の分析及びこれに対して聞かれた主な意見 
 

1. 2017 年 2月のスタッフ・ペーパーによれば、デュー・プロセス・ハンドブック 3.74

項に基づき、修正案により生じそうな財務報告の影響として、1月の IASB ボード会

議において議論された内容を結論の根拠に含める予定としている。1月のスタッフ・

ペーパーに記載された内容に関する ASBJ 事務局の分析は以下のとおりである。 

(1) IASB スタッフは、今回の提案は SPPI 要件及び基本的な融資の取決めの概念の例

外であると分析している。一方で、IASB の考え方では、実効金利法が適切なの

は、元本及び利息のみを表す「単純」なキャッシュ・フローを有する金融商品に

ついてだけであるとされている。実効金利法の適用は当初の契約条件による満期

までの元本と利息が回収できるような「単純」なキャッシュ・フローを前提とし

ていると考えられ、今回のように期限前償還があった場合に、当初の契約条件で

定められた元本と利息が回収できない可能性があり、かつ、市場金利の動向によ

り将来キャッシュ・フローの見積りを変えなければならないようなキャッシュ・

フローは「複雑」なものに分類されるのではないか10。 

(2) 今回の修正案が対象として想定しているのは、市場金利のみの変動により

B4.1.11 項(b)における「合理的な追加の補償」の「符号」が変動するような期

限前償還オプションが付された金融資産であることはこれまでの議論の経緯から

明らかであるが、1月のスタッフ・ペーパー等による限定的な範囲の修正案の対

象は「当該金融資産が IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)の要求事項を満たすはずのと

ころ、期限前償還要素の『対称的な』性質の結果として要求事項を満たさない」

としか記載されていない。 

 この点、1月のスタッフ・ペーパーによれば、期限前償還額に含まれる金利差

異以外の変動（公正価値の変動やヘッジ手段を終了させるために公正価値で計算

される「コスト」）は、（現行の IFRS 第 9号においても）B4.1.11 項(b)の要件を

満たさない（「合理的な追加の補償」に該当しない）と解釈できるような記載が

されている。 

                            
10 なお、SPPI 要件の狭い範囲の例外として定められている B4.1.12 項については、契約上の額面

金額で期限前償還可能な金融資産にだけ適用されることから、基本的な融資の取決めと整合してい

るとされている（IFRS 第 9号 BC4.193 項参照）。 
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現行の IFRS 第 9号では B4.1.11 項(b)の「合理的な追加の補償」の範囲・内容

を明確に定義する定めはないと認識している。我が国の実務において、期限前償

還により債権者が被る損害としては、金利差異の他に、貸付のヘッジ取引として

締結された金利スワップ等のデリバティブ取引の精算に伴う解約コスト等もあ

る。仮に、狭い範囲の修正により IFRS 基準（結論の根拠含む。）にスタッフ・ペ

ーパーと同様の言及がなされた場合、我が国の実務にも影響を与える可能性があ

ると考えられるがどうか。 

(3) IASB スタッフの提案によれば、「追加的な適格要件」として、「企業が当該金融

資産を当初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の公正価値が僅少である」

こととしている。この要件は IFRS 第 9号 B4.1.12 項の記載と同じであるが、

B4.1.12 項については関連する結論の根拠において、購入した信用減損金融資産

や市場金利よりも低利で組成される一部の金融資産を対象として想定しており、

これらについては債務者が期限前償還を選択する可能性は低いことから、契約上

の期限前償還要素は公正価値が僅少である可能性が高いとしている11。一方、今

回の要望書で取り扱われている対称的な期限前オプションが付された金融資産

は、このような極端な状況を前提とした商品を対象としているものではないと考

えられることから、期限前償還要素の公正価値が僅少であるかどうかの判定は実

務上、非常に困難であることが想定されるがどうか。 

2. 前項の分析を踏まえ、当委員会事務局が課題となりうる事項として作成した ASAF 会

議における発言案及びこれに対して聞かれた主な意見は次のとおりである。 

(1) 基準開発のプロセスについて 

3. 今回の IASB による基準開発のプロセスに関し、次の点がいえるのではないかと考え

られるがどうか。 

① IFRS 第 9号は時間をかけて開発され、公表日から強制適用までの準備期間も長

めにとられた。特に、今回の議論の対象となっている分類及び測定に関しては、

2009 年に公表され、2014 年には限定的修正も行われている。それぞれの公開草

案に対しコメントする機会も与えられており、関係者が問題提起する機会は十分

に与えられていたものと認識している。今回の論点も個別の商品に限定されてお

り、コメント期間を最短にするほどの緊急性はないと考えられるがどうか。 

② 今回の議論については基準開発段階で把握することが可能であったと考えられる

が、特段の説明がなく、このような論点が突如として議論されていることに違和

                            
11 IFRS 第 9号 BC4.193、4.194 項参照。 
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感がある。一定の事情により適時に会計基準を修正することは理解できるが、基

準開発における検討プロセスに問題があったのではないかと考えられることか

ら、今後の基準開発における改善案を検討すべきではないか。 

③ IASB は今回、短期間で IFRS 第 9号の狭い範囲の修正を行うこととする理由を、

広い範囲で普及しており、影響が重大であるからとしているが、その影響は特定

の地域に限定されていると説明している。他にも IFRS 基準に関する要望が多く

あげられており、アジェンダ協議のプロセスを経て IASB のリソースを考慮して

優先順位をつけて検討することとしている中、この論点だけを優先的に対応する

こととしたプロセスの透明性について強い懸念を有している。今回のように緊急

的に会計基準の修正というかたちで対応されると、IFRS を適用している法域間

での不公平感を生じさせることになると考えられるため、国際的な会計基準設定

主体としては、その方針を明確にし、十分に議論を尽くした上で基準開発を進め

るべきではないか。 

第 11 回 IFRS 適用課題対応専門委員会で聞かれた意見 

・ 基準開発にあたり適切な検討期間が置かれていても、その影響に気づくことが

できずに緊急対応が必要となってしまう可能性はあるため、一定の配慮を示し

ながらどこまでコメントするかを検討するとよいのではないか。 

・ やむをえない事情があるにしても、国際基準である以上、あるべき姿を示すと

いう方向性はよいのではないか。 

第 118 回金融商品専門委員会で聞かれた意見 

・ プロセス面の発言については同意する。 

・ どこの国で、という点について質問するのはよいのではないか。 

第 51 回 ASAF 対応専門委員会で聞かれた意見 

・ IASB がどのように受け止めているかを確認し、受け止め具合に応じたコメン

トを行ってほしい。 

・ ①については、当事者でないとよくわからないところもあるが、特に②と③に

ついては当然のことであって、むしろ指摘をして、今後の基準開発プロセスの

改善につなげることが IASB への貢献につながるのではないか。 

第 355 回企業会計基準委員会で聞かれた意見 

・ 当事者は緊急性があると考えていると思われるため、各基準設定主体のデュ

ー・プロセスの観点から言及した方がよいのではないか。 
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・ SPPI 要件がわかりづらいことから把握できなかったのではないか。 

・ 議論の過程（IFRS-IC→IASB）で問題がなかったかを把握した上で発言した方

がよい。 

(2) IFRS 第 9号における分類及び測定の考え方について 

4. 本論点は、償却原価を適用することが財務諸表の利用者に有用な情報を提供すると考

えられるような金融資産に対しても、元本及び利息の部分以外の組込要素の存在によ

り、金融資産全体を公正価値で測定することが要求されてしまうことに起因している

と考えられる。本論点から、IFRS 第 9号における分類及び測定の考え方について以

下のような課題が含まれているのではないかと考えられるがどうか。 

① 例えば、今回のような対称的な損失補償による期限前償還オプションが有するキ

ャッシュ・フローについて、「単純」なものであると判定する指針が不明確なの

ではないか。 

② SPPI 要件及び基本的な融資の取決めは IFRS 第 9号における金融資産の分類及び

測定に関する基本的な概念であり、今回のように SPPI 要件又は基本的な融資の

取決めの概念の例外とされる金融資産について、商品の類型ごとに例外を設ける

ことは、基準の複雑性をより増大することにつながると考えられる。SPPI 要件

及び基本的な融資の取決めの概念について包括的な見直しや考え方の再整理が必

要ではないか。 

第 11 回 IFRS 適用課題対応専門委員会で聞かれた意見 

・ 「追加的な適格要件」は必要であるとは考えるものの、債務者が期限前償還を

選択する可能性をもとに期限前償還要素の公正価値を僅少とする観点は、契約

上のキャッシュ・フローを分析して検討する本来的な SPPI 要件の考え方から

離れていってしまう可能性を含んでいるのではないか。 

・ 今回の１件のみで区分処理の考え方の再導入という大きなモデルの変更の議論

まで言及するのはいかがなものか。 

・ IFRS 第 9号自体に課題を含んでいる可能性はあるかもしれないが、今回の狭

い範囲の修正のみで全体の問題提起をすることについては慎重に検討した方が

よいのではないか。 

第 118 回金融商品専門委員会で聞かれた意見 

・ SPPI 要件について我が国で特段の問題点が認識されているというわけでもな
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いなかで、ここまでいうのはいかがなものか。 

・ SPPI 要件には問題はあると認識しているが、現時点で包括的な見直しを求め

ることは現実的ではないため、中期的な課題として IASB に提言してはどう

か。 

・ 個別の商品ごとに対応することは基準の複雑性を増大すると考えられるため、

言及しておくことが考えられる。 

(3) 今回の IFRS 第 9号の狭い範囲の修正案について 

5. 上述したように、本来は現行の IFRS 第 9号の包括的な見直しや考え方の再整理が必

要な面もあると考えられるが、IASB が今回の議論について緊急性が高いものとして

認識していることに鑑み、狭い範囲の修正案にどのように対応するのかを検討する必

要があると考えられる。 

その場合、今回の提案については、以下のような点が論点となりうると考えられる

がどうか。 

① 現在のスタッフ・ペーパーどおりの記載が結論の根拠に記載されることにより、

現行の B4.1.11 項(b)の「合理的な追加の補償」が「正の補償」である場合につい

ても、その範囲・内容が市場金利要素のみに限定されると解釈される可能性があ

るのではないか。 

② 提案されている「追加的な適格要件（企業が当該金融資産を当初認識する時点

で、対称的な期限前償還要素の公正価値が僅少）」な場合について、実務上の対応

が難しいのではないか。 

第 11 回 IFRS 適用課題対応専門委員会で聞かれた意見 

・ 「追加的な適格要件」についてコメントする際には、この要件を設けること自

体に反対しているという誤解を与えないように慎重に行ってほしい。 

第 118 回金融商品専門委員会で聞かれた意見 

・ 「正の補償」も市場金利差異によるものに限定しているのかという点を確認す

るのはよいのではないか。 

・ 「僅少な」のレベル感について、単にアウト・オブ・ザ・マネーであることを

求めているのか、B4.1.12 項と同じレベルを求めているのかを確認することは

意味があると考えられる。 
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第 355 回企業会計基準委員会で聞かれた意見 

・ 公開草案の段階で発言することも考えられる。 
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（別紙 2） 

 

2017 年 3 月開催の ASAF 会議におけるその他の参加者の発言 

1. 当委員会及びこれに関連する発言を除く、参加者からのその他の主な発言は次のとお

りである。 

(1) 金融資産を当初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の公正価値が僅少な場合

とする点に関連して、「合理的な追加の補償」には市場変数などの将来事象により発

生するものは含めるべきではない。（GLASS） 

(2) IASB の暫定決定には同意するが、当初認識時の期限前償還要素の公正価値が僅少で

あるかどうかを判定する追加的なガイダンスが必要である。また、IFRS-IC で本論点

を取り上げるにあたり、各国の基準設定主体に対するアウトリーチは実施されてい

ないようであるが、IASB が本論点について、広範かつ緊急性が高いと判断したプロ

セスについて確認したい。AOSSG メンバーの中でも、対象となる金融資産を保有して

いたのは 1か国のみであった。（AOSSG） 

⇒IFRS-IC は、要望書に記載された論点について、実務上のばらつきがあるかどうか

を調査するためにアウトリーチを実施するが、本論点に関しては、IFRS 第 9 号を適

用済の企業は非常に少ないことから実務上のばらつきはない。したがって、IFRS-IC

会議ではアウトリーチは行わず、本論点の概要を説明したうえで、そのコメントを

IASB に提出している。影響の把握という点に関しては、かなり多くの関係者と話し

ている。（IASB スタッフ） 

⇒IASB は影響が大きい新基準の導入支援に重点を置いていることから、本論点を取

り上げた。本論点に関連する用語の定義等の問題に関しては、公開草案に対するコメ

ントを分析し、導入支援の目的の範囲内で対応できるものと、そうでないもののバラ

ンスをとって対応しようとしている。（IASB Lloyd 副議長） 

(3) 本論点に対応することにより、波及効果として他の同じような要望があげられる可

能性がある。すべてについて議論することは困難であると考えられるため、なぜこの

論点に対応するのかを十分に説明する必要があると考えられる。また、EU では、現

行のスケジュールでは発効日前にエンドースメント手続が完了しないことが予想さ

れる。（ドイツ） 

(4) EU では、スイスの他にイギリス、ドイツ、フランス、イタリアでも対称的な期限前

償還オプションが存在している。まず、EU ではエンドースメント手続に関する懸念
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がある。また、本論点が、明確化ではなく実質的な変更であるとするかどうかについ

て疑問がある。IFRS-IC では、補償はオプションを行使した側が支払うものであると

いう意見が多かったようであるが、補償をだれが支払うかにかかわらず、補償の内容

がより上位の原則である元本と利息のみであるかどうかによってSPPI要件を満たし

ているかを考えるべきである。なお、スイスでは「負の補償」は基本的な融資の取決

めと完全に整合していると理解されている。（EFRAG） 

⇒個人的には、IFRS 第 9 号は個人の考えによって元本及び利息が決まるとしている

わけではないということを改めて明確に示す機会でもあると考えている。（IASB 

Lloyd 副議長） 

⇒IFRS 第 9号は、「合理的な補償」の内容は市場環境によって異なるという見解をと

っておらず、柔軟に解釈できる余地は少ないと考えている。（IASB スタッフ） 

(5) 本論点について、新たな解決策をこれから考えるのであれば、IAS 第 39 号における

組込デリバティブの区分処理も、最も目的適合性のある情報を提供する選択肢の一

つとして考えられるのではないか。（南アフリカ） 

(6) カナダではエンドースメント手続の問題の他に、翻訳に対応するための時間が必要

である。また、IFRS は信用組合や小規模組織にも適用されることから、期限前償還

要素の公正価値が僅少であるかどうかの判断も含め、十分に理解するための導入支

援が必要である。（カナダ） 

(7) IASB の決定及び修正をなるべく早く完了させる取組みを支持する。ただし、中国は

近くIFRS第 9号に完全にコンバージェンスした金融商品会計基準を公表する予定で

あり、いったん会計基準を公表するとその修正が困難であるため、公開草案を早期に

入手して文言等を確認したい。（中国） 

(8) IASB の暫定決定を支持する。オーストラリアでは、対称的な期限前償還オプション

が存在している。該当する金融資産を取得する場合でも、期限前償還要素の公正価値

が僅少であると判断できるかという点について懸念が残っている。（オーストラリ

ア・ニュージーランド） 

(9) 金融資産を当初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の公正価値が僅少な場合

という要件を設ける目的について疑問がある。金融資産の組成時には期限前償還要

素が僅少又はゼロとなるように設計されていても、本論点の対象となる期限前償還

要素の公正価値は市場金利に連動するものであることから、同じ商品を一年後に購

入する場合、当初認識時点における期限前償還要素の公正価値は僅少ではない可能
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性がある。（米国） 

 

 

  



  審議事項(2)-1 

 

23 

（別紙 3） 

IASB ボードによるこれまでの議論の概要 

 

1. 以下に、対称的な期限前償還オプションに関する IASB ボードによるこれまでの議論

の概要を記載している。 

 

背景 

2. IFRS 解釈指針委員会（以下「IFRS-IC」という。）は、負債性金融商品の契約条件

に、「対称的な（symmetric）」期限前償還オプションが含まれている場合、当該負債

性金融商品は SPPI 要件12を満たす契約上のキャッシュ・フローを有しているのかに

ついて質問を受けた。 

3. 今回の議論において、「対称的な」とは、期限前償還額が当初契約条件による元本及

び元本残高に対する利息の未払額より上回る可能性もあれば下回る可能性があること

を指しており、IFRS-IC に寄せられた質問では、具体的には、以下の期限前償還オプ

ションについて取り上げられている13。 

 対称的な損失補償による期限前償還オプション（symmetric ‘make whole’ 

prepayment options） 

負債性金融商品の発行者（債務者）に対し、期限前償還時の市場金利により当

該商品の契約上の残存キャッシュ・フローを割り引いた金額を反映した金額を期

限前償還価格として期限前償還を行うことを認めるオプション 

4. IFRS-IC に寄せられた今回の質問では、発行者（債務者）のみが対称的な損失補償に

よる期限前償還オプションを有することが前提とされている。この場合、期限前償還

価格の算定の基礎となった期限前償還時の市場金利が、負債性金融商品の実効金利よ

り高い場合には、期限前償還額は、当初契約条件による元本及び元本残高に対する利

息の未払額を下回り、その差額は負債性金融商品の保有者（債権者）が実質的に負担

                            
12 SPPI 要件を満たす契約上のキャッシュ・フローを有する負債性金融商品は、企業の事業モデル

により、償却原価(IFRS 第 9号 4.1.2 項)若しくは FVOCI（その他の包括利益を通じて公正価値）

(同 4.1.2A 項)により事後測定される。なお、今回の要望書において、負債性金融商品は期限前償

還オプションが付されていなければ、SPPI 要件を満たす契約上のキャッシュ・フローを有してお

り、企業の事業目的により、償却原価若しくは FVOCI に分類されることが前提とされている。 
13 要望書では、公正価値による期限前償還オプション（負債性金融商品の発行者（債務者）に対

し、期限前償還時の公正価値を期限前償還価格として期限前償還を行うことを認めるオプション）

も取り上げられていた。 
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することとなる。 

5. 質問者は、前項のように負債性金融商品の発行者側が期限前償還オプションを行使し

たにもかかわらず、これによる実質的な負担を保有者側が受け入れなければならない

ような場合の期限前償還オプションの取扱いについて、考えられる 2つの見解をあ

げ、この保有者による負担は B4.1.11 項(b)の「契約の早期終了に対しての合理的な

追加の補償」に該当するため、SPPI 要件の評価に影響を与えないことでよいかと質

問している（見解 1）。 

(1) SPPI 要件の評価には影響を与えない。（見解 1） 

(2) SPPI 要件の評価に影響を与える（SPPI 要件を満たさない。）。（見解 2） 

 

2016 年 11 月開催の IFRS-IC 会議における議論の内容 

（IASB スタッフによる分析） 

6. IASB スタッフは、B4.1.11 項(b)は、IFRS 第 9号の前の金融商品に関する会計基準で

あった IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」の定めと類似する点があることに留

意した。特に、主契約である負債性金融商品に組み込まれた期限前償還オプション

が、主契約と密接に関連しているとみなされる場合の例示14は、債務者が負債性金融

商品を期限前償還する結果として、債権者が被ることになる金利の喪失（すなわち、

債権者の再投資リスクによる経済的損失）を補償する必要が生じているような状況を

考慮していることに留意した。 

7. ただし、B4.1.11 項(b)では、発行者（債務者）が負債性金融商品を期限前償還する

場合だけではなく、保有者（債権者）が負債性金融商品を満期前に発行者に売り戻す

場合についても言及されており、契約の期限前償還に関し、両者のうちいずれが補償

を支払うのかは特定されていない。この理由について IASB スタッフは、B4.1.11 項

(b)は、多くの場合、契約を満期前に終了させるオプションを行使した側が、この選

択を受け入れざるを得ない相手方に対して補償することが求められているという事実

に対応するものだと考えた。 

8. 上述した分析の結果、IASB スタッフは、B4.1.11 項(b)の「契約の早期終了に対して

の合理的な追加の補償」は、期限前償還オプションを保有する側がオプションを行使

することにより、期限前償還を受け入れなければならない相手方への補償が必要と考

えられる状況を想定していると考えられることから、今回の要望書に記載された対称

                            
14 IAS 第 39 号 AG30 項(g)及び BC40B、BC40C 項参照。 
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的な損失補償による期限前償還オプション及び公正価値による期限前償還オプション

は、いずれも SPPI 要件を満たしていないと結論づけた。 

（IFRS-IC 会議で示された主な意見） 

9. 多くの IFRS-IC メンバーは、IASB スタッフの分析どおり、B4.1.11 項(b)は、契約を

終了させるオプションを行使する側が、相手側に対し、補償あるいはペナルティを支

払う場合（「正の補償」）と解釈されるべきという見解であったが、IFRS 第 9号の要

求事項がわかりやすいかどうかという点については、様々な意見があった。特に、マ

イナス金利であっても SPPI 要件を満たすと考える場合に、「負の補償」について別の

取扱いをしなければならないとする理由がわからないとの意見があった。 

（IFRS-IC 会議での議論の結果） 

10. 議論の結果、IFRS-IC メンバーから IASB ボードに対し、以下の内容の提案が行われ

た。 

(1) 今回の議論を踏まえ、要望書に記載されたものだけではなく、実務上存在する、

より幅広い期限前償還オプションを考慮に入れた上で、IFRS 第 9号における要

求事項を修正することを検討すること。 

(2) 対称的な損失補償による期限前償還オプションが付されていることのみをもって

SPPI 要件を満たさないこととなる金融商品に関し、最も目的適合性のある有用

な情報が提供されるような測定方法を検討すること。ただし、数人の IFRS-IC メ

ンバーは、対称的な損失補償による期限前償還オプションが付されている金融商

品の測定方法を一律に償却原価にすることは適切ではないと考えられることか

ら、対象を定義することは困難であることに留意した。 

 

2016 年 12 月開催の IASB ボード会議における議論の内容 

（IASB スタッフの分析及び提案） 

11. IASB スタッフは、これまでの分析に加え、以下の点を踏まえ、対称的な損失補償に

よる期限前償還オプションに対する IFRS 第 9号の限定的範囲のプロジェクトを適用

及び維持管理プロジェクトとして基準開発のアジェンダに加えることを提案した。 

(1) IASB スタッフは、実施した特定の金融機関及び業界団体との非公式な会談や

IFRS-IC メンバーからのインプットから、法規制市場環境を理由として対称的な

損失補償による期限前償還オプションが含まれる金融資産は実務において広く普
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及しており、（特定の状況において）強制される契約もあれば、認められる契約

もあることを理解した。 

(2) 金融資産の事後測定方法が償却原価であるか、純損益を通じた公正価値によるか

は重大な問題である。資産の契約上のキャッシュ・フローを評価するという

IFRS 第 9号における要求事項の目的は、実効金利法が目的適合性のある有用な

情報をもたらす金融商品を識別することである。IASB の考えでは、実効金利法

が適切なのは、元本及び利息のみを表す「単純」なキャッシュ・フローを有する

金融商品だけであり、IASB スタッフは、この原則を維持することが重要である

と考えている。 

(3) IASB スタッフは、対称的な損失補償による期限前償還オプションが含まれる基

本的な融資の取決めについては償却原価で測定した方が、IFRS 第 9号における

分類及び測定の目的をより達成する可能性があるのではないかと考えている。た

だし、IFRS 第 9号における期限前償還オプションに対する現行のガイダンス

は、他の多くの種類の契約に対しては分類及び測定の目的を満たすと引き続き考

えている。 

(4) IASB スタッフは、IFRS 第 9号の修正は要望書に記載されたような対称的な損失

補償による期限前償還オプションに限定すべきではないという IFRS－IC の提案

には同意するが、短期間で可能な解決策を開発するためには、範囲を適切に限定

した上で限定的範囲のプロジェクトにとどめて対応した方がよいと考えている。 

（IASB ボード会議での議論の結果及び聞かれた意見） 

12. ボードは対称的な損失補償による期限前償還オプションが付された金融資産に関し、

IFRS 第 9号の狭い範囲を修正するプロジェクトを進めることに同意した。ただし、

会議では、以下のような意見が聞かれた。 

(1) IFRS 第 9号の開発にあたり、ボードは特定の金融商品のみ（IFRS 第 9号で用い

られている用語によれば、元本と利息の支払いのみを表す「単純」なキャッシ

ュ・フローのみ）が償却原価による事後測定に適格であることを保証するような

条件を慎重に審議したことを考えると、SPPI 要件の例外を作ることに懸念があ

る。 

(2) IFRS-IC メンバーが提案するように、対称的な損失補償による期限前償還オプシ

ョンが付されている金融商品を一律に償却原価により測定することは適切でない

と考えられるため、例外の提案にあたっては IFRS 第 9号における分類と測定の

要求事項を支える原則がそのまま残るように、狭い範囲かつ「特に正確な
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（surgically precise）」方法で行われるべきである。 

(3) 特定の種類の金融商品に対応することにより、今後、例外の導入を求める声が多

くなり、その都度、基準の修正が必要となる可能性があることに懸念がある。 

(4) IFRS 第 9号自体は既に早期適用されている国があり、例外の提案にあたっては

経過措置や発効日に留意すべきである。 

(5) IFRS 第 9号の強制適用日が近づいていることから、検討するのであれば迅速な

対応が必要と考えられる。 

 

2017 年 1 月開催の IASB ボード会議における議論の内容 

13. IASB スタッフは、以下の理由から、対称的な期限前償還オプションが付された特定

の金融資産について、例外の範囲を「契約の早期終了に対しての合理的な負の補償」

となる事実を除き、B4.1.11 項(b)の要求事項を満たす対称的な期限前償還オプショ

ンに限定した狭い範囲の SPPI 要件の例外を提案した。 

(1) 上述した IFRS-IC に提出された要望書に記載されているような、期限前償還時の

市場金利に基づき期限前償還価格を算定する「対称的な期限前償還オプション」

が付された金融資産、及び「非対称的な期限前償還オプション（オプションを行

使した側のみ追加負担を負うもの）」が付された金融資産の期限前償還額は、い

ずれも元本及び元本残高に対する利息の未払額に市場金利の変動に相当する額を

加減した金額であり、異なる性質の契約上のキャッシュ・フローをもたらすもの

ではない。すなわち、「対称的な期限前償還オプション」は「非対称的な期限前

償還オプション」と比較して、「負の補償」であってもキャッシュ・フローが発

生する「符号」を変更しているにすぎないと考えられる。 

したがって、特定の対称的な期限前償還要素から発生する契約上のキャッシ

ュ・フローに対しても、実効金利法（償却原価測定）の仕組みを適用すること

が、財務諸表の利用者に有用な情報を提供すると考えた。 

(2) しかし、提案された例外は他の期限前償還オプションは対象としない。つまり、

期限前償還オプションが補償支払額の「符号」以外の理由によって B4.1.11 項

(b)の要求事項を満たさない期限前償還額は、提案された例外においても満たさ

ないことになる。IASB スタッフは、B4.1.11 項(b)の要求事項を開発した際にボ

ードが着目したのは、期限前償還される金融商品と「新しい（置き換えられ

た）」金融商品との金利差異に対する補償を含めた期限前償還額の取扱いであっ
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たと考えている。すなわち、契約の早期終了により失われた債権者の金利収益

（あるいは債務者の追加の金利費用）のおおよその現在価値である。 

(3) 結果として、例えば、株価指数又はコモディティ指数による変動を反映する支払

額が含まれた期限前償還額は、例えそれが契約を終了させる当事者にとって「正

の」金額であったとしても、B4.1.11 項(b)の要件は満たさないことは今回の提

案でも変わらない。同様に、公正価値による期限前償還が可能な金融資産（ある

いはヘッジ手段を終了させるために公正価値で計算される「コスト」を含んだ金

額により期限前償還が可能な金融資産）も、期限前償還額が契約の早期終了によ

る単純な金利差異の補償以外に多くの要因を含むため、B4.1.11 項(b)の要件を

満たさない（このような複雑性のより高いキャッシュ・フローは、公正価値によ

る測定がより適切である。）。ゆえに、このような期限前償還額は今回の提案の対

象外である。 

14. さらに、IASB スタッフは、「追加的な適格要件」として、「企業が当該金融資産を当

初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の公正価値が僅少である」場合にのみ、

対称的な期限前償還オプションが付された金融資産を償却原価(もしくは FVOCI)での

事後測定に適格とすることを提案した。 

(1) 「負の補償」は、債権者に対し元本を回収できないこと、あるいは、債務者に対

し当初の債務より多額に支払うことを強制することから、基本的な融資の取決め

と整合していないため、SPPI 要件の例外となる。この提案が IFRS 第 9号におけ

る分類及び測定の基本的な原則である SPPI 要件及び基本的な融資の取決めの概

念の例外に該当することや、償却原価測定の範囲を不必要に拡大することを避け

るために、「追加的な適格要件」を設けることが適切であると考えた。 

(2) この「追加的な適格要件」の要求事項は、現行の IFRS 第 9号における他の期限

前償還オプションの限定的な例外規定（IFRS 第 9号 B4.1.12 項）とも整合して

いる。 

15. IASB ボード会議では、対称的な期限前償還オプションについて、次のことが暫定的

に決定された。 

(1) 下記の場合に、対称的な期限前償還オプションの付いた金融資産が償却原価で
の測定、又はその他の包括利益を通じた公正価値での測定に適格となるよう
な IFRS 第 9号の狭い範囲の修正を提案する（当該金融資産が事業モデルの要
件を満たすことが前提となる）。 

i.当該金融資産が IFRS 第 9号の B4.1.11 項(b)の要求事項（契約上のキャッシ
ュ・フローが元本及び利息の支払のみである期限前償還可能な金融資産）を
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満たすはずのところ、期限前償還要素の対称的な性質の結果として要求事項
を満たさない。かつ、 

ii.企業が当該金融資産を当初認識する時点で、対称的な期限前償還要素の公正
価値が僅少である。 

(2) この狭い範囲の修正の発効日を、2018 年 1月 1日以後開始する事業年度（IFRS
第 9号の発効日と同じ）とすることを提案し、公開草案に、発効日をもっと遅
くして早期適用を認める方が適切かどうかに関する質問を記載する。 

(3) 修正案の遡及適用を要求する。 

 

2017 年 2 月開催の IASB 会議における議論の内容 

16. 2017 年 2月の IASB ボード会議において、IASB スタッフから修正案に関する公開草案

のコメント期間を 30日間とする旨が提案され、IASB ボードに対し、適切なデュー・

プロセスが完了したことを確認するとともに、書面投票手続に向けて公開草案の準備

を進めてもよいかが確認された。 

17. IFRS 財団のデュー・プロセス・ハンドブックでは、公開草案に対するコメント期間

について以下のように定められている。IASB スタッフは今回の IFRS 第 9号の狭い範

囲の修正案は「事項の範囲が狭く、緊急性がある」ものであるとしている。 

デュー・プロセス・ハンドブック6.7項（強調は事務局による追加） 

IASB は、通常、公開草案に対するコメントについては120日の最低期間を与える。事項の範囲が

狭く、緊急性がある場合には、IASB は30日を下回らないコメント期間を検討することができる

が、120日未満の期間を設定するのは、デュー・プロセス監督委員会（以下「DPOC」という。）と

協議して承認を受けた場合のみである。 

18. IASB スタッフは、今回の IFRS 第 9号の狭い範囲の修正案が「緊急性がある」とする

理由について以下のように考えている。 

(1) IFRS 第 9号は 2018 年 1月 1日以後開始する事業年度から適用されるため、企業

が IFRS 第 9号と同時に修正案を適用することが可能となるよう、可能な限り早

く最終化する必要がある。修正案を IFRS 第 9号の発効日までに最終化できない

ことは、影響のある企業にとって、非効率かつ負担が大きい。IFRS 第 9号の適

用にあたり、特定のポートフォリオを公正価値測定に変更することは企業にとっ

てかなりのコストを要する。公正価値測定は修正案を IFRS 第 9号の発効日と同

時に適用することになれば不要なものとなる。 
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(2) DPOC は 2017 年 1月に開催された会議において、30日を下回らないコメント期間

とするスタッフの提案に同意した。 

(3) IASB スタッフは、特定の金融機関及び業界団体から、この論点に関しては緊急

の対応が必要であることを強調するフィードバックを受け取っている。IASB ス

タッフは、多くの場合、今回の修正案の影響を受ける作成者は、現行の IAS 第

39 号「金融商品：認識及び測定」15を適用するにあたり必要だったであろうこと

から、対象となる期限前償還オプションが付された金融商品に関して要求される

情報を既に有しているだろうと考えている。したがって、今回の修正の適用は作

成者にとって負担とはならず、修正の公表から発効日までの期間は比較的短期間

でよいと考えている。 

19. また、IASB スタッフは今回の IFRS 第 9号の狭い範囲の修正が「事項の範囲が狭い」

とする理由について、提案された例外の範囲はかなり限られており、IFRS 第 9号に

おける分類及び測定の要求事項を支える原則は変更されないことを強調している。さ

らに、今回の修正は該当する金融商品を有するような利害関係者にしか影響を与えな

いとしている。 

20. IASB スタッフは今後のプロジェクト・タイムラインも考慮して、公開草案について

30日を下回らないコメント期間とすることを提案している。IASB スタッフは、公開

草案は狭い範囲の修正であることから、提案について検討し、コメントする期間とし

ては十分であると考えている。その関連で、プロジェクトの進捗状況を利害関係者に

通知するため、IASB スタッフは IASB のウェブサイトにプロジェクト・ページを設け

ている。 

21. IASB ボードは、IFRS 第 9号の修正案の開発について必要なデュー･プロセスに準拠し

たことを確認し、コメント期間は 30日とすることを暫定的に決定した。 

                            
15 IAS 第 39 号は、以下の条件をすべて満たす場合、組込デリバティブを主契約から区分して、デ

リバティブとして会計処理することを求めている。（強調は事務局による追加） 

（a）組込デリバティブの経済的特徴およびリスクが、主契約の経済的特徴およびリスクに密接に

関連しないこと 

（b）組込デリバティブと同一条件の独立の金融商品が、デリバティブの定義に該当すること 

（c）複合金融商品が、公正価値で測定し、その変動を損益認識するものではないこと 
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（別紙 4） 

 

関連する基準等 
 

IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」 

（付録 A 適用指針） 

組込デリバティブ 

AG30 次の例においては，組込デリバティブの経済的特性及びリスクは，主契約に密接に関連しているもの

（第11項(a)）とはみなされない。これらの事例で，第11項の(b)と(c)の条件に該当していれば，企業

は組込デリバティブを主契約から区分して会計処理する。 

(g) 主たる負債性の契約又は主たる保険契約に組み込まれたコール，プット，又は早期償還のオプシ

ョンは，次のいずれかの場合を除き，主たる金融商品とは密接に関連していない。 

(i) オプションの行使価格が，各行使日において，主たる負債性金融商品の償却原価又は主たる

保険契約の帳簿価額にほぼ等しい場合 

(ii) 早期償還オプションの行使価格が，主契約の残存期間についての失われた金利の現在価値に

近似する額を貸手に補填する場合。失われた金利は，早期償還された元本金額と金利差異の

積である。金利差異は，早期償還された元本金額を主契約の残存期間にわたり同様の契約に

再投資した場合に早期償還日に企業が受け取るであろう実効金利に対する，主契約の実効金

利の超過分である。 

そのコール又はプットのオプションが主たる負債性の契約と密接に関連しているかどうかの判

定は，IAS 第32号に従って転換可能負債性金融商品の資本部分を区分する前に行う。 

 

（結論の背景） 

組み込まれた早期償還ペナルティ 

BC40B 当審議会は，IAS 第39号のガイダンスに明らかな不整合を把握した。その不整合は，行使価格が早期

償還（すなわち，前払）に対するペナルティを表している組み込まれた早期償還ペナルティに関する

ものであった。この不整合は，これらがローンに密接に関連していると考えられるかどうかに関連し

ていた。 

BC40C  当審議会は，AG30項(g)を修正することにより，この不整合を除去することを決定した。この修正は，

AG30項(g)の基礎商品に密接に関連しない組込デリバティブの事例に対する例外を設けるものである。
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この例外は，行使価格が，ローンが早期償還されたことによる金利収益の喪失を貸手に補償する早期

償還オプションに関するものである。この例外は，行使価格が，再投資リスクによる経済的損失を減

少させることにより貸手の金利の喪失を補償することを条件としている。 

 

IFRS 第 9 号「金融商品」 

（結論の背景） 

契約上のキャッシュ・フローの時期又は金額を変更する契約条件（期限前償還又

は延長の要素を含む） 

BC4.192 さらに、IASBは、特定の期限前償還可能な金融資産について狭い範囲の例外を設けることを決定した。

この例外は、それ以外の点では契約上のキャッシュ・フローが元本及び利息の支払のみであるが、期

限前償還要素だけのためにその条件を満たさない金融資産に適用される。こうした金融資産は、次の

3つの条件に該当する場合には、償却原価又はその他の包括利益を通じた公正価値での測定に適格と

なる（ただし、保有されている事業モデルの評価が条件となる）。 

(a) 当該金融資産の取得又は組成が、契約上の額面に対してプレミアム又はディスカウントで行われ

る。 

(b) 期限前償還金額が、実質的に契約上の額面金額及び契約上の発生した（ただし未払の）利息（こ

れには、契約の早期終了に対しての合理的な追加の補償が含まれる場合がある）を表している。 

(c) 当該金融資産の当初認識の時点で、期限前償還要素の公正価値が僅少である。 

BC4.193 この例外は、それがなければ元本及び利息の支払のみである契約上のキャッシュ・フローを生じない

一部の金融資産を、その他の包括利益を通じて公正価値で測定することを要求することになる（ただ

し、保有されている事業モデルの評価が条件となる）。特に、IASBは、この例外が、契約上の期限前償

還要素のある多くの購入した信用減損金融資産に適用されることに着目した。こうした資産がディー

プ・ディスカウントで購入された場合には、BC4.192項に記述した例外を別にすると、契約上のキャッ

シュ・フローは、契約上、当該資産が直ちに額面金額で期限前償還される可能性がある場合には、元

本及び利息の支払のみではない。しかし、その契約上の期限前償還要素は、期限前償還が生じる可能

性が非常に低い場合には、公正価値が僅少であることになる。IASBは、償却原価はこうした金融資産

に関する有用で目的適合性のある情報を財務諸表利用者に提供すると述べたフィードバックに納得

した。この例外は、契約上の額面金額で期限前償還可能な金融資産にだけ適用されるからである。し

たがって、期限前償還金額は、基本的な融資の取決めと整合しない変動可能性を持ち込むものではな

い。この変動可能性は、貨幣の時間価値及び信用リスクの要素だけから生じることになるからである。

すなわち、企業は過去の予想よりも多くの契約上のキャッシュ・フローを受け取ることになり、また、
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当該キャッシュ・フローを直ちに受け取ることになるからである。IASBは、変動可能性に関する情報

は、キャッチアップ調整の仕組みを通じて償却原価によって適切に捕捉されると考えている。 

BC4.194 同様に、IASBは、この例外が市場金利よりも低利で組成される一部の金融資産に適用されることに着

目した。例えば、このシナリオは、企業がある項目（例えば、自動車）を売却し、販売インセンティ

ブとして、顧客に実勢市場金利よりも低利で融資を提供する場合に生じる可能性がある。当初認識時

に、企業は当該金融資産を公正価値で測定し、市場金利よりも低い金利の結果として、当該公正価値

は額面金額に対してディスカウントの金額となる。顧客が額面金額を満期前のどの時点でも返済する

契約上の権利を有している場合には、例外がなければ、契約上のキャッシュ・フローは元本及び利息

の支払のみではない可能性がある。IASBは、このような契約上の期限前償還要素は公正価値が僅少で

ある可能性が高いと考えた。特に、金利が市場金利よりも低く、したがって当該融資が有利であるた

め、顧客が期限前償還を選択する可能性は低いからである。BC4.193項での議論と整合的に、IASBは、

償却原価はこの金融資産に関して目的適合性のある有用な情報を財務諸表利用者に提供するであろ

うと考えている。この期限前償還金額は、基本的な貸付けの取決めと整合しない変動性を持ち込むも

のではないからである。 

BC4.195 BC4.193項からBC4.194項は、金融資産が額面金額に対してディスカウントで組成又は購入される状況

を論じている。しかし、IASBは、BC4.192項に記述した例外の論拠は、プレミアムで組成又は購入され

る資産にも同様に当てはまることに留意し、したがって、この例外は両方の状況に対称的に適用すべ

きだと決定した。 

以 上 


